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要約 

本報告では、大学･研究機関において現在、積極的に取り組まれている「ベンチャー企業」

創出のための試みを紹介する。その創出の仕組みを紹介すると共に、特に IT 分野、ライ

フサイエンス（バイオ）分野に関する代表的企業事例を取り上げ、日本における学術機関

からの技術の社会移転の事例を検討する。これらの取り組みは日本では 2000 年以降積極

的な展開が行われているが、数年間の取り組みの中で、数々の問題点も発生している。本

報告では、それらを明らかにし、今後の展開についての示唆を行うことにしたい。

１．はじめに 

 本報告では、日本における大学・研究機関に

おいて行われている、研究開発シーズを用いた

（技術）ベンチャー創出について、そのプラッ

トフォームについての事例検討を行う。その中

で、特に代表的な事例であるIT分野、ライフサ

イエンス（バイオ）分野の代表例を一つずつ取

り上げ、その状況を明らかにする。それと共に、

これまで発生してきた数々の問題点を明らか

にし今後の展開を示唆したい。本報告では主に、

2006～2009年において実施したインタビュー

を基に、各機関のHP、資料等からデータを収集

し、定性的な分析を中心に検討を行う。 

今回得られた結果としては、日本における大

学・研究機関からのベンチャー企業創出は、大

学研究機関における創業後の支援を中心とし

て実行され、大学（一部研究機関）が関連ベン

チャーキャピタル等と結びつくことで、外部か

らの資金を得て、企業の支援を行える体制が作

られていた。多くのベンチャー創出が実施され

る中で、「事業計画」を策定できるための「経

営チーム」が形成されることであり、そのため

の「経営者」の存在が重要である。 

これらについて考察してみると、大学研究機 

関においては、その技術シーズを用いて、多く 

のベンチャーが創出されてきたが、近年の大学研

究機関では、企業作りのための仕組み作りを積極

的に実施展開しており、成功事例も出てきている。

また、それらとは別の形で上場例なども存在して

いる。今後の大学研究機関発ベンチャー創出のた

めの戦略としては、１．経営者人材（及びチーム）

による事業計画の策定と実行、２．外部を含めた

資金の獲得、３．適切な（技術）シーズとビジネ

スモデルの形成、を結論付けることができる。 

  

２．日本における大学・研究機関のベンチャー創

出の現状 

 日本における大学研究機関発のベンチャー創

出の状況は、1995年における科学技術基本法、第

一次科学技術基本計画、1998年における大学等技

術移転促進法が施行され、2002年には大学発ベン

チャーによる国立大学施設の使用も可能となっ

た1)ことや、2001年には行政改革が実施され、独

立行政法人が誕生し、2004年には国立大学独立行

政法人の仕組みも誕生したことで促進された。こ

の状況変化の中で、経済産業省は「大学発ベンチ

ャー1000社計画」が掲げられ、2000年3月に429社

に過ぎなかった大学発ベンチャー数は、2005年3

月には、1,112社となり、その後、2008年3月には

1,773社が活動しているとされる。この中では、
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上場（株式公開）された企業が23社存在するとさ

れる2)。さらに近年の創業数上位の大学について

は、以下の図表1の通りである。 

図表１ 大学別ベンチャー企業数上位10校 

 

出所：2) 

 また同様に日本における現在、日本における独

立行政法人の数は100であるとされる3)が、その

中でも研究開発型は38あり、これらの研究機関に

おいては、ベンチャー創出の試みが実施されてい

る事例も存在する。この中でも2007年には産業技

術総合研究所（以下、産総研）、理化学研究所、

物質・材料研究機構の３研究機関から126社が創

出され4)、中でも、産総研は既に90を超える企業

が創出に関与した。これら研究開発型独法全体で

は130社を超え、結果として、約1,900社を超える

企業が今回対象にしている日本における大学・研

究機関発ベンチャーとされる。全体において創出

数が多い大学研究機関としては、図表１の東京大

学と後述した産総研を取り上げることができる。

この２つの大学研究機関における創業のための

システムは大きく異なる。ここではそれぞれの創

業のためのシステムを比較検討する。 

 

３．東大・産総研におけるベンチャー創出の現状 

 東京大学では、産学官連携を組織立てて実施し

ており、その状況をまとめると図表２のようにな

る。特に大学内の組織である事業化推進部、大学

の有志によって出資され、設立された東京大学エ

ッジキャピタル(UTEC)がその創出のための中心

となっている。 

  図表２ 東京大学における産学官連携組織 

 

出所：東京大学資料 

 一方で産総研における産学官連携組織は、産学

官連携推進、知的財産、ベンチャー創出を並列に

実施している（図表３）。 

図表３ 産総研における産学官連携組織 

 

出所：産総研資料 

 特にベンチャー創出に関しては東京大学では、

2007 年 10 月 か ら UTEC EIR(Entrepreneurs In 

Residence) という取り組みを開始した。これは

東京大学の「知」を活用した1年以内の起業を見

据えた事業化プロジェクトである。応募資格とし

て、「応募時点で東京大学に在籍する研究員また

は学生等、教員（医員も含む）」が対象となる。

募集時期は年に3回であり、採択期間1年間で1プ

ロジェクト最大1千万円の予算を得ることが可能

である。書類専攻と、プレゼン＋質疑応答の２段

階の審査により、選抜される5)。 

 一方、産総研では、ベンチャー開発センターに

おいて、2002年から「タスクフォース制度」を採

用し、2009年までには累計で50件以上の事例を取

り扱っている。独立行政法人化後に外部人材の任用

が柔軟に行えるようになったことを活用し，あらか

じめ確保した経営人材を「スタートアップ･アドバイ



IT ヘルスケア 第 4巻 1号，May 24, 2009 : 51－54 

A-14 

53 

ザー」として招聘し，研究者とのチームを形成した。

それにより，集中的に起業のための準備・検討をさ

せ、研究者が試作品開発などの研究開発を進める一

方，経営人材が市場調査や販路開拓などを進める。

この活動費として，２年間事業化研究予算が配分さ

れる6）。 

 このように双方で類似した制度を現状維持し

ているが、東大の事例が外部の株式会社である

UTECにおける事例であるのに対し、産総研におい

ては内部の組織（ベンチャー開発センター）での

運営である。そこに外部人材を雇用し、支援をさ

せる点が東大事例と大きく異なる。また資金につ

いても同様で、外部の資金を導入するUTECに対し、

産総研の事例では主に交付金を使用した事例で

ある。これは現在の組織が、科学技術振興調整費

戦略的研究拠点（スーパーCOE）による研究プロ

ジェクトを母体としており、その継承によって企

業創出の仕組みの継続によると考えられる。産総

研事例では既に30件以上の企業がこのシステム

によって誕生している7)とされるが、東大事例で

は、誕生からの期間が短く、具体的な状況がつか

めていない。 

 また、双方の組織における支援の特徴の相違点

として、東京大学では、ベンチャー支援施設を柏

キャンパス（中小機構基盤機構による）及び本郷

キャンパスにおける「東京大学アントレプレナー

プラザ」に持っている9)。一方産総研では、ベン

チャー支援規定等で施設の貸与が認められるが

ベンチャーの育成を目的として上記の東大事例

のような施設を建設していない。多くの大学研究

機関において、施設を建設してのベンチャー育成

は実行されており8)、これは産総研事例の一つの

特徴が現れていると考えられる。 

 さらに東京大学では公式に東京大学発ベンチ

ャーを謳った紹介例がない。一方産総研の事例で

は、HP上に『産総研技術移転ベンチャー』を取り

上げており、組織を挙げての支援を外部に向けて

発信しており、その対応が異なる 

 東京大の事例においては、既に上場済みの例が

あるとされ、これは既に述べた大学発ベンチャー

のうち上場企業である23社に含まれる。今回の特

に注目したいIT分野と関連した事例として代表

的なミクシィの事例が存在する。また、産総研に

おけるタスクフォース事例についてはライフサ

イエンスを取り上げた事例である、「サイトパス

ファインダー（以下CP）」を取り上げる。この事

例は既に述べたタスクフォースによって2004年

度採択され、2004年12月20日に創業された10)と

される事例である。 

 

４．東大・産総研におけるベンチャー創出事例 

 東京大学においては図表1の通り、平成19年度

までに123の企業が創出された。これは平成19年

度における経済産業省による調査によって明ら

かになったものであり、東京大学の内部組織から

の資料で明らかになったものではない。同調査の

基になっているデジタルニューディールの情報

（http://dndi.jp/）では上場企業が23社あると

され、その中で東京大学の技術シーズ等を活用し

たものが、オンコセラピーサイエンスやECI、メ

ディネットなどが挙げられる。 

 その１社であるミクシィは2000年10月25日に

創業された。創業者であり、現在も社長を務める

笠原健治は、1997年東京大学経済学部3年であっ

た時に、経営戦略論の研究会で学んだ米国のIT系

企業の事例から求人サイトを立ち上げることを

思いついた11）。2004年、社内での事業計画を再

検討した際に、ソーシャルネットワーキングに関

しての提案が行われ、早速事業化を行ったところ

会員数が急激に増加した。これらの展開により、

2002年度の売上高1億4000万円から、2007年度に

は52億4700万円へと拡大を行ったと共に、2006年

9月には東京証券取引所マザーズ市場へと上場を

果たした。現在も出資に関しては笠原社長が全体

の約60%の株式を所有するが、VCとして出資を行

ったネットエイジキャピタルパートナーズも株

式を所有している12）。 

 一方、産総研事例から取り上げたCPは、2004年
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度に産総研ベンチャーセンターにおける「タスク

フォース」に採択された事例である。「格子型ト

ランスフェクション装置を用いたデータ高速解

析技術」の実用化である。ここでは、民間企業出

身の増田一之氏、鍵山直人氏が創業に関与したと

共に、三宅正人研究員の研究開発を用いている。

増田氏はこの創業に際して、外部からの経営者

（社長）を招聘し、さらに資金調達等にも対応し

た。2005年の3月には東京中小企業育成投資から

約5000万円の出資を得た13）など、初期の段階か

ら資金の確保に成功した。2006年に入り、参天製

薬、杏林製薬、日本シエーリングとの研究共同契

約を結んだ。2007年以降もインフルエンザ疾患に

関する標的分子の特定のための共同研究、武田薬

品との共同研究契約を結んだなど、研究開発のた

めの提携が実行され、HPによれば、「化合物プロ

ファイリング受託事業」、「創薬研究開発事業」な

どと共に、現在の戦略の中心となっている14）。 

 

５．まとめ 

 以上のように、日本における大学研究機関の代表

的なベンチャー創出事例を検討してきたが、それぞ

れの機関による創出に関するシステムの相違がある

ことが分かる。産総研（2009）12）によれば、これ

以外の代表例である理化学研究所、筑波大学、大阪

大学等の事例を挙げ、その資本に対する支援の状況

や、経営者及び事業計画の作成などの重要性を明ら

かにしている。今回の比較検討やこれまでの議論か

ら、ベンチャーの展開に関しては、１．経営者人材

（及びチーム）による事業計画の策定と実行、２．

外部からを含めた資金の獲得、３．適切な（技術）

シーズとビジネスモデルの形成、を結論付けること

ができる。しかしながら、本当の意味での企業作り

のための雛形作りはこれからであると考えられる。 
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